
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
京都府 宮津市
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財政構造の弾力性
経常収支比率 [91.1%]
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[160,015円]
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給与水準 （国との比較）
ラスパイレス指数[91.1]
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数[10.68人]
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公債費負担の状況
実質公債費比率 [18.8%]

類似団体内順位

98/128
全国市町村平均

11.2
京都府市町村平均

12.2

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

36.8

7.0

15.716.416.517.416.3

H21H20H19H18H17

18.8
18.720.119.918.7

将来負担の状況
将来負担比率 [265.6%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

宮津市
※類似団体平均を100とした
ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

○財政力指数
基準財政収入額が年々減少している一方で、緊急経済対策としての特別枠が創設された

ことなどにより基準財政需要額が増加したため、平成21年度では0.47と前年度比0.01ポイ
ント悪化した。なお、類似団体平均をやや上回っている。

○経常収支比率
歳出面においては、「宮津市行政改革大綱2006｣に基づき、人件費をはじめとした内部

管理経費の削減はもとより、施設管理の見直し、事務事業の休廃止・縮減・統合、ごみの
有料化、借換による公債費負担軽減等を行った。一方、歳入面では、不況等により市税収
入が減少する中、緊急経済対策としての特別枠「地域雇用創出推進費」の創設や「頑張る
地方応援プログラム」による割増等により普通交付税が333百万円の大幅な増となった。
その結果、経常収支比率は91.1％と前年度比1.2ポイント改善した。

今後も、上記の行政改革大綱を断行し、経常経費の削減に努める。

○ラスパイレス指数
管理職手当の20％カット、職員給与のカット（7.5～10％カット）などにより国基準を

下回っている。

○実質公債費比率

社会資本整備のため発行してきた市債残高が依然として多額に及び、その償還等が多額

となっていること、及び現在赤字となっている下水道事業の早期健全化を図るため、下水

道事業特会へ多額の繰出を行ったことにより準公債費が多く算定され、前年度と比べて

0.1ポイント悪化した。

今後は、上記の行政改革大綱に基づく大型事業の見直し及び市債発行額に上限を設ける

ことにより、起債に大きく頼ることのない財政運営に努めるとともに、財政運営に支障を

きたさない範囲での繰上償還の実施などにより、公債費償還の抑制に努める。

○将来負担比率

社会資本整備のため発行してきた市債残高が依然として多額におよび、類似団体平均を

大きく上回っている。
今後は、引続き、上記の行政改革大綱に基づく大型事業の見直し（実施時期延伸、事業

費の削減）及び市債発行額に上限を設けることにより、起債に大きく頼ることのない財政
運営に努めるとともに、財政運営に支障をきたさない範囲での繰上償還の実施などにより、
財政の健全化を図る。

○人口1,000人当たり職員数
第1次・第2次定員適正化計画に基づき、平成17年度までの10年で46人の削減を行ってき

たところであるが、現在でも類似団体平均を上回っている。
今後は、上記の行政改革大綱に基づく市民との協働や組織の再編等により、18年度から

22年度までの5年間で40人を目標として削減を図る。また、学校・保育施設等の施設のあ
り方について検討を行う。

○人口1人当たり人件費・物件費等決算額
類似団体平均に比べて高くなっているのは、主に物件費が要因となっており、その原因

として近隣2町のごみ処理の委託を受けていることが挙げられる。
今後は、事務事業の見直しや指定管理者制度の導入・活用などによるコスト低減を引続

き行う。また、少子高齢化や都市部への流出等による人口減が年々進行する中、若者の定
住できる環境づくりに努める一方、学校・保育施設等の施設の統廃合についても引続き検
討を行う。


